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飲酒運転の防止に向けた建設業関連事業者団体等への周知について（依頼）

先般、千葉県八街市において発生した多数の小学生が死傷した交通事故に

ついては、現在、千葉県警察において捜査が進められているところですが、

建設業許可事業者の子会社に勤務する被疑者から基準値を超えるアルコール

が検出され、その影響により当該事故の発生に至った可能性が指摘されてい

ます。

道路交通法（昭和35年法律第105号）においては、業務に使用する自動車の

使用者（以下「自動車の使用者」という。）の義務として、運転者等に安全

運転に関する事項を遵守させることや、運転者に飲酒運転や過労運転などを

しないことを遵守させることが定められているほか、酒気帯び運転その他自

動車の運転に関し一定の違反行為をすることを命じ、又は自動車の運転者が

これらの行為をすることを容認してはならないと定められています。

これに加え、自動車の使用者に対しては、道路交通法施行規則（昭和35年

総理府令第60号。以下「内閣府令」という。）で定める台数以上の自動車の

使用の本拠ごとに内閣府令で定める要件を備える者のうちから、安全運転管

理者を選任する義務が定められています。安全運転管理者が行うべき業務と

しては、運転者に対して行う交通安全教育のほか、飲酒、過労、病気その他

の理由による正常な運転ができないおそれがないかどうかを確認し、安全運

転を確保するために必要な指示を与えることなどが定められています。

なお、飲酒の有無の確認に際し、業務前後におけるアルコール検知器の活

用や確認結果の記録を行うことは、飲酒運転の防止の上で、より効果的であ

ると考えられます。また、ドライブレコーダーについても、交通安全教育の

際に活用すれば、運転の挙動の客観的な記録を通じて効果的な指導が期待で

きるほか、運転者の違反の抑止効果も期待できます。このほか、飲酒運転の

防止のための留意点については、添付の『自動車運送事業者が事業用自動車

の運転者に対して行う一般的な指導及び監督の実施マニュアル「トラック事



業者編」』が参考となります。

過去５年間における業務中の自家用車の飲酒運転事故のうち、全体の27.9％

を建設業を職業とする運転者が占めていることを踏まえると、建設業におけ

る業務中の飲酒運転対策は急務といえます。

貴課におかれましては、業務において自動車を使用する際の飲酒運転の根

絶に向け、道路交通法等の規定の内容や、自動車の使用者又は安全運転管理

者の行う業務の効果的な実施方策について、建設業関連事業者団体を通じ、

会員企業及びその子会社に対し、幅広く周知を行い、安全運転管理者の選任

を始めとする義務の遵守の徹底を図っていただきますようお願いします。

なお、周知にあたっては、添付資料を適宜御活用ください。

【添付資料】

○ 道路交通法に定める飲酒運転防止に関する使用者の義務一覧

○ 安全運転管理者の制度概要

○ 都道府県警察窓口

○ ドライブレコーダーの活用に関する広報資料

○ 自動車運送事業者が事業用自動車の運転者に対して行う一般的な指導

及び監督の実施マニュアル「トラック事業者編」（抜粋）


